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膀食品の調理過程でアク
リルアミドが生成する
機構が解明された
今年４月にスウェーデン国立食
品局は、動物実験で発がん性が指
摘されているアクリルアミドとい
う化合物が、高温で調理されたで
ん粉を含む食品中から検出された
と発表した。報告されたアクリル
アミドの量は、ポテトチップ1キ
ログラム中に1,200マイクログラ
ム、ポテトフライ1キログラム中
に450マイクログラム等である。
毎日40グラムのポテトチップを
食べ続けたときの発がんリスクは
1万分の7と推計されており、こ
れは、安全域とされる100万分の
1から10万分の1と比較して、100
倍から1,000倍近く高い。
世界保健機構（WHO）と国連
食糧農業機構（FAO）が招集した
専門家会議はこの問題を重視し、
盧調理過程でアクリルアミドが生
成するメカニズムの解明、盪ヒト
の発がん性に関する疫学研究、蘯
他の食品中のアクリルアミドに関
する研究、盻欧州や北米以外の食
物中のアクリルアミドに関する研
究、を進めるようにとの勧告を出
している。
Natureの10月3日号によると、
英国レディング大学のMottramら
の研究グループと、スイス・ネス
レ研究センターのStedlerらの研
究グループは、それぞれ独立に行
った研究により、アミノ酸と糖類
が高温下でメイラード反応①によ
って糖アミノ化合物を生成し、さ
らに熱によって糖アミノ化合物か
らアクリルアミドが生成すること
を突き止めた（Nature 419, 448-
451（2002））。Mottramらによれ
ば各種アミノ酸の中でアスパラギ
ン、メチオニン、グルタミン、ア
スパラギン酸が糖類の存在下高温
条件でアクリルアミドを生成する
が、グルタミン、アスパラギン酸
からの生成は僅かであり、その他
のアミノ酸からは全く生成しない
という。また、反応は溶媒のある
条件で起こりやすく、焼いたりト
ーストを作ったりするような乾燥
した条件では生成し難いという結
果を得ている。
ジャガイモ、小麦粉、ライ麦に
は比較的多くの遊離したアスパラ
ギンが含まれているので、ポテト
チップ、フライドポテト、クラッ
カー（特にライ麦粉を含むもの）
等に高濃度のアクリルアミドが含
まれている理由が今回の研究結果
から説明できる。
今後、上記盪～盻に示した、ヒ
トの発がん性に関する疫学研究な
どを早急に進めることが強く期待
される。
膂国家的なバイオリソース
戦略の必要性
現在の日本のバイオリソース計
画は、直ぐに有用になると期待さ
れる遺伝子資源を対象としている
ように思われる。しかしバイオリ
ソースの有効利用という点では、
研究上あるいは産業上で将来的に
役に立つ可能性のある遺伝子資源
をも対象とすべきである。このこ
とは国内資源の保護の観点でも必
要であり、これにより国内のバイ
オリソースの有用性が飛躍的に増
大すると予想される。
最近、中国やマレーシアなどの
発展途上国は、自国に生育する野
生動植物の遺伝子資源としての価
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アミノ酸などのアミノ基と、糖などのアルデヒド基が反応して、褐色色素を
生成する反応。
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値に注目し、外国へ生きた状態で
持ち出すことを制限する施策を打
ち出している。実際、現地メディ
アや国際ニュース誌等でもよく報
道されているように、こうした
国々で伝統的医薬品の原材料とし
て用いられてきた野生生物から、
欧米の大手製薬メーカーが医薬品
を開発し、特許料で利益を生むケ
ースが多々ある。この場合、生物
資源の供与国となった国には特許
料は支払われず、恩恵を受けるこ
とがない。
翻って日本の場合を考えてみる
と、発展途上国の施策のような自
国の生物資源・遺伝子資源の保護
はおろか、保管施設の体系的な整
備すらなされていない。多くの場
合、生物資源・遺伝子資源の維
持・保存・保管は、各研究者に任
されている。例えば植物は、複数
の国立の研究機関や大学の植物園
等で自国産を中心に多種類のもの
が正確に種の同定をされた上で維
持・保管されている。これに対し
て、遺伝子資源に関しては、海外
学術調査の際に、正式な研究協力
関係のある国（ネパールなど）か
らDNAサンプルを日本に持ち帰
ってくるケースが多々あり、これ
らの保管は研究者の所属の研究室
等で行っているのが現状である。
こうした遺伝子資源を体系的に
整備し、活用するシステムを作る
ことで、科学技術研究投資はさら
に有効に機能するものと思われ
る。そうした取り組みを、次のバ
イオリソース計画に盛り込むこと
を是非提案したい。
（岡崎国立共同研究機構 基礎生物
学研究所　塚谷裕一氏）
膀低消費電力LSI設計の
研究動向
微細加工技術の進歩による半導
体集積度の向上と、トランジスタ
の高速化により、LSIの単位面積
当たりの消費電力は増加してい
く。現在の傾向のままでは2020
年頃にはパソコン用CPUの発熱
密度は太陽の表面並になるとい
う。そのため、低消費電力化は
LSIシステムの最重要課題である。
低消費電力LSIの研究動向に関し
て、２つの国際会議、ISPLED
（International Symposium on Low
Power Electronics and Design）、
COLP（ Compiler and Operating
Systems for Low Power）につい
ての報告があったので紹介する。
ISPLEDの主なトピックは、近
年のVLSIシステムで電力消費の
多いメモリの低電力化と、特にマイ
クロプロセッサで電力消費の多い
命令発行機構の低電力化であった。
半導体加工技術の微細化に伴
い、トランジスタの待機時（オフ
になっている時間）におけるリー
ク電流増大が問題となっている。
特に待機が多いメモリでは影響が
大きい。そこで、メモリの待機時
には電源電圧を落とすなど不活性
化してリーク電流を減少し、実際
にアクセスされるところだけを活
性化する研究が多く発表されてい
た。そのために、次のアクセスを
予測するハードウェア機構を備え
る研究が行われている。また、待
機時にトランジスタの特性を変化
させ、リーク電流を減少する半導
体技術を活用するものもあった。
高速のマイクロプロセッサでは計
算時間よりもメモリとのデータの
やりとりが速度上のボトルネック
になることが多い。そこで、プロ
グラムの先読みをして、予想され
る命令やデータをあらかじめキャ
ッシュメモリに取り込むことが行
われる。そのため、実際には実行
されないのに命令発行部には供給
される命令が多いことに着目し、
アーキテクチャ上で命令発行部に
供給する命令数をあらかじめ絞り
込む手法も注目されていた。
COLPでも、メモリシステムの
低消費電力化が注目されていた。
コンパイラがプログラムを解析す
ることによりメモリアクセスを予
測し、実際にアクセスされる部分
だけを活性化し、メモリシステム
における無駄な電力消費を抑える
研究の発表が多かった。また、
LSI全体の設計では、ＯＳのタス
クスケジューリングを工夫するこ
とで、そこそこの速度を出せるよ
うに与えられたタスクの締切り
（デッドライン）を守りつつ、総
消費電力を抑える研究が多かった。
また、Texas Instruments社の
実際の商用 DSP（Digital Signal
Processer）における電力消費を、
TI社提供の評価ツールを用いて
詳細に報告した米国ライス大学の
発表は、かなり詳細かつ現実的な
ものであり、関心を集めていた。
低消費電力化の研究は、研究対
象がデバイスレベルからアーキテ
クチャレベルへと次第に設計抽象
度の上位レベルへ移動してきてい
た。最近は、ハードウェアレベル
だけでなく、コンパイラやＯＳと
いったソフトウェアとの協調で低
電力化を目指す研究が増えてきて
おり、この流れは注目すべきであ
ろう。
（東京大学先端科学技術研究セン
タ 中村 宏氏）
情報通信分野
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膀土壌から有害なヒ素を
効果的に吸収する植物
が開発される
土壌が重金属等の有害物質によ
り汚染されると、有害物質の溶出
により汚染された地下水の飲用等
によって、人の健康に影響を及ぼ
す恐れがある。近年、土地再開発、
売却等に伴う土壌調査等でその汚
染が判明する事例が多発してお
り、この問題に対する関心が高ま
るとともに、対策が喫緊の課題と
なっている。そこで、わが国は土
壌汚染対策法を公布(2002年5月)
し、現在その施行にむけた取り組
みを行っている。
植物の環境汚染物質を蓄積・分
解する性質を利用したファイトレ
メディエーションは、物理・化学
的処理など従来の浄化技術に比べ
て環境負荷が低いこと、安価に低
濃度・広範囲の土壌汚染浄化がで
きることから、近年注目されている。
こうした状況の中、ジョージア
大学のRichard Meagherらの研究
チームは、ヒ素で汚染された土壌
からヒ素分を効率的に葉に吸収
し、蓄積する遺伝子組み換え植物
を作ったとNature Biotechnology
誌（Vol.20, No.11（2002））に発表
した。今回、同研究チームが遺伝
子組み換えにより作成したシロイ
ヌナズナは、原生のシロイヌナズ
ナに２つの大腸菌遺伝子を挿入し
たもので、原生のシロイヌナズナ
もしくはどちらか一方の遺伝子を
挿入したものと比較して4～17倍
早く成長し、単位重量当たり2～
3倍の量のヒ素を蓄積する。
インドやバングラディシュの西
ベンガル周辺で、地下水のヒ素汚
染が世界で最も大きな規模で発生
していることが明らかになってか
ら久しい。しかしながら、その実
態の把握と飲料水確保の方策を立
てることは急務であるにも関わら
ず、遅々として進んでいない。ま
た、わが国では、広範囲にわたり
微量に存在する有害な内分泌攪乱
化学物質（いわゆる環境ホルモン）
によって引き起こされている環境
汚染の対策が求められている。こ
のような環境ホルモンに代表され
る広範囲にわたる汚染の処理は、
物理・化学的処理など従来技術で
は対応が困難な分野である。本研
究の手法は多種多様な植物にも応
用できるとされ、こうした課題の
解決策として期待できる。しかし
ながら、現在、遺伝子組み換え微生
物に対する安全性に関連する研究
成果は少なく、今後十分な検証が
必要である。こうした研究も並行
して進めつつ、パイロットスケー
ルでの実証例を積み重ね、信頼性
を向上させていくといった研究開
発の着実な進展が期待される。
膂NASAを中心とする
米国研究グループによ
る地球温暖化評価研究
今日、地球温暖化問題に対する
米国の政策に注目が集まってい
る。昨年、米国は京都議定書の枠
組みからの離脱を宣言し、地球温
暖化問題への対応に関して国際的
に孤立している状況にある。こう
した中、９月に米国国家航空宇宙
局（NASA）は同局をはじめとす
る19の研究機関や大学、企業が
共同で実施してきた地球温暖化予
測研究の結果を発表した。
本研究では地球気候モデル
GISS SI2000を用い、過去50年間
の気温データの再現を試み、計算
値と実測値の良好な一致を確認し
た。その上で、今後50年間の温
度上昇を、盧温室効果ガスの排出
削減がなされず排出量が現在のペ
ースで増加しつづけるシナリオ
（business-as-usual scenario）、盪大
気汚染が改善し、さらに化石資源起
源の二酸化炭素排出量が安定化す
るシナリオ（alternative scenario）
について予測評価した。その結果、
前者のシナリオでは1～2度の上
昇、後者のシナリオでは0.75度以
下の上昇と評価された。
今回の結果は、気候変動に関す
る政府間パネル（IPCC）が昨年
公表した第３次評価報告書で発
表された2050年時点での予測値
（～0.7～2.7度の上昇）と整合し
ている。また、後者のシナリオを
達成することは容易ではなく、エ
ネルギー利用効率の向上、再生可
能エネルギーや二酸化炭素の回
収・貯留技術の導入促進、さらに
は、原子力発電の利用促進等とい
ったいくつかの施策を組み合わせ
ていくことが必要と述べられてい
る。この点も日本や欧州諸国の考
え方と基本的に一致している。
現在、京都議定書は米国抜きで
発効される見通しとなっている。
このような状況の中で発表された
本研究は、結果こそ穏当なもので
あるものの、内外の注目を集めよ
う。今回の結果は米国の地球温暖
化に対する現象的理解が、日本や
欧州諸国と一致していることを改
めて裏付けたものと言えよう。
一方、対策面に目を向けると、米
国の基本的スタンスは経済成長な
くして地球温暖化防止なしというこ
とであり、肝心の地球温暖化防止
対策の具体像が不透明である。最
大の温室効果ガス排出国である米
国の取り組みは、他の諸国の取り
組みに大きな影響を及ぼすことは
間違いない。今後の米国の環境・エ
ネルギー政策の動向が注目される。
環境分野
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膀シリコン基板上に直接
微細なパターンを作製
する安価で高速な新手
法を開発
Princeton大 学 の Stephen Y.
Chouらは、シリコン基板表面に
直接微細なパターンを作製する新
しいインプリント法を開発したと
Nature（vol.417, pp. 835-837, 2002
年6月20日号）に報告した。
基板上に微細なパターンを作製
する場合、通常、フォトリソグラ
フィ（加工する材料上に感光性樹
脂皮膜を形成し、これを光や電子
線でパターンに感光し、現像して
樹脂パターンを作り、これをマス
クとして加工材料をエッチングし
てパターンにする方法）が採用さ
れている。これに対し、インプリ
ント法は、「先ず凹凸のパターン
を有する鋳型を作製しておき、そ
の鋳型を感光性樹脂皮膜の上に押
しつけてパターンを転写する」手
法をいい、フォトリソグラフィに
比べて、安価で高速である点が注
目されている。しかしながら、従
来のインプリント法は感光性樹脂
皮膜の塗布および除去の必要があ
るために、転写パターンが不完全
である、パターニングの精度が落
ちるという問題を抱えていた。
今回、Chouらが開発した新イ
ンプリント法では、まず電子線描
画によって10 nm程度の石英鋳型
を作製し、この鋳型をシリコン表
面に押し付け、透明な鋳型の上か
ら308 nmのレーザーパルスを照
射することでシリコンの表面を溶
解し、鋳型のパターンを転写する
というものである。Chouらの実
験では、幅140 nm、高さ110 nm、
長さ8～17μmの細線を作製し、
その細線パターンに沿って作製し
た幅10 nm、深さ15 nmの溝の形
状も鋳型からの転写に成功、この
インプリントに必要とした時間は
250 nsであったとしている。この
方法では、直接シリコン基板にパ
ターンを作製するため、感光性樹
脂皮膜の塗布および除去の必要が
無くなり、パターン作製時間の短
縮、パターニング精度が落ちない
製造技術分野
ナノテク・材料分野
膀ナノ構造を利用して透
明絶縁体セラミックス
を半導体に変えること
に成功
科学技術振興事業団の創造科学
技術推進事業「細野透明電子活性
プロジェクト」（総括責任者：細
野秀雄 東京工業大学 応用セラミ
ックス研究所教授）の林克郎研究
員らは、透明で絶縁体であるセラ
ミックスを半導体に変えることに
成功した（Nature Vol.419, 3 Oct.
2002 pp.462-465）。
透明な半導体は、液晶ディスプ
レイ、発光ダイオードや太陽電池
などの透明電極材料として広く使
われており、その需要は増加傾向
にある。従来、透明で半導体の性
質を示す酸化物は、ITO（インジ
ウム・スズ酸化物）に代表される
様に、遷移金属や重金属イオンの
希少資源から成るものに限られて
おり、酸化カルシウム（生石灰）
や酸化アルミニウム（アルミナ）
などの典型的なセラミックス成分
のみから構成される物質は、電気
絶縁体であり、半導体にはならな
いと考えられてきた。
本研究では、セメントの原料に
も使われている透明酸化物
12CaO・7Al2O3（C12A7）のナノ
構造に着目し、電気伝導性を与え
半導体化に成功した。典型元素の
みから構成される酸化物では世界
で初めて電子伝導性を示し、セラ
ミックスの新たな可能性を見出した。
C12A7の結晶構造にはナノメー
トルサイズの籠（ケージ）がある。
このケージ中では通常では不安定
なマイナスイオンが高濃度に保持
される性質がある。この性質を利
用して、水素を含む雰囲気での熱
処理により水素マイナスイオンを
ケージ中に導入した。これに紫外
線を照射すると、水素マイナスイ
オンから電子が放出され、放出さ
れた電子はケージ中にトラップ
（捕捉）される。ケージ中にトラ
ップされた電子は、動きやすい性
質を持っているので、絶縁体だっ
た同材料が半永久的に電気伝導性
を持つ半導体に変換された。この
物質は半導体状態に変化しても透
明性を維持したままであった。
現状での電気伝導度はITOには
及ばず、半導体としては未だn型
しか確認されていないが、物質の
ナノ構造に注目して光照射によっ
て電子を生成させキャリアをつく
るというアプローチは材料に新し
い機能を付与する可能性を拓く新
機能探索分野であり、今後の改良
研究によって透明な電気配線、電
子回路、薄膜ディスプレイなどへ
の応用が期待される。
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などのメリットがある。
フォトリソグラフィ技術を用い
て10 nmのパターンを作製するに
は電子線描画を行う必要がある
が、シリコンウェーハ1枚ずつに
電子線描画をしていては時間がか
かりすぎて大量生産には向かな
い。しかし新インプリント法では、
短時間のうちに8インチウェーハ
全体に微細なパターンを作製でき
るため、微細パターンの大量生産
に有望であると考えられている。
また、新インプリント法ではレー
ザ波長を変化させることで、結晶
膀房総半島付近で
「ゆっくり地震」が
繰り返し発生
国土地理院は、GPSを用いた地
殻変動連続観測により、本年10
月前半に房総半島東部が南東側に
向けて1～2cm移動するという地
殻変動を観測した。こうした現象
の原因は、陸側のプレートと、こ
の下へ潜り込んだフィリピン海プ
レートとの境界において、「ゆっ
くりした非地震性すべり」（ゆっ
くり地震）が発生したためと考え
られる。今回のすべり量は最大で
10cmと見られ、これにより、モ
ーメントマグニチュードにして
6.5程度の歪みエネルギーが解放
されたと推定される。
この地域では1996年5月中旬に
も同様の地殻変動が発生したこと
が知られている。気象庁の地震観
測資料によれば、これら2回の地
殻変動が発生した期間のいずれも
マグニチュード3.8以下の地震活
動が活発化した。
非地震性すべりは、現在、東海
地方西部においては進行中のもの
など、これまでにもいくつかの観
測例がある。しかし、今回のよう
に同じ場所で2度も観測され、し
かも地震活動とはっきりした対応
が認められたのはきわめて珍しい
ケースである。
今回得られたデータは、プレー
ト境界における応力蓄積プロセス
（地震発生準備過程）を解明する上
で大いに役立つものと期待される。
（国土交通省国土地理院　熊木洋太氏）
性シリコンだけでなく、アモルフ
ァスシリコン、ゲルマニウム、
Ⅲ‐Ⅴ族化合物半導体、絶縁体な
どへのパターンの転写が可能であ
るなど、材料選択の幅が広い手法
であることも特徴的である。
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